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未設定（法令等の規定において言い尽くされているため）
【参考】割賦販売法第35条の3の21第1項、割賦販売法施行令第33条（抜粋）

割賦販売法
第三十五条の三の二十一第一項
　経済産業大臣は、個別信用購入あつせん業者が第三十五条の三の三第一項本文、第三項若しくは第四項、第三十五条の三の四本文、第三十五条
の三の五、第三十五条の三の七本文、第三十五条の三の十第四項、第三十五条の三の十一第六項、前条、第三十五条の三の五十六から第三十五条
の三の五十八まで又は第三十五条の三の五十九第一項の規定に違反していると認めるときは、その必要の限度において、当該個別信用購入あつせん
業者に対し、個別信用購入あつせんに係る業務の運営を改善するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

割賦販売法施行令
第三十三条
　次に掲げる経済産業大臣の権限に属する事務は、当該個別信用購入あつせん業者に係る個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あ
つせん関係役務提供事業者が法第三十五条の三の五第一項第一号又は第三号から第五号までのいずれかに該当する契約に係る個別信用購入あつ
せん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込み又は締結の勧誘を行う場所を含む都道府県の区域を管轄する都道府県知
事が行うこととする。ただし、二以上の都道府県の区域にわたり個別信用購入あつせんに係る取引の公正及び購入者若しくは役務の提供を受ける者の
利益が害されるおそれがあり、経済産業大臣がその事態に適正かつ効率的に対処するため特に必要があると認めるとき、又は都道府県知事から要請
があつたときは、経済産業大臣が自らその事務を行うことを妨げない。
二　法第三十五条の三の三十二第二項（同項第一号に係る部分に限る。次項第二号において同じ。）の規定による命令（当該個別信用購入あつせん業
者が前号の規定により当該都道府県知事が行う法第三十五条の三の二十一第一項の規定による命令に違反している場合におけるものに限る。）に関
する事務
　
第三十三条第二項
　次に掲げる経済産業大臣の権限に属する事務は、当該個別信用購入あつせん業者に係る個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あ
つせん関係役務提供事業者が法第三十五条の三の五第一項第二号に該当する契約に係る個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あ
つせん関係役務提供契約の申込み又は締結の勧誘を行うに際し、当該勧誘の相手方が当該勧誘を受けた場所を含む都道府県の区域を管轄する都道
府県知事が行うこととする。ただし、二以上の都道府県の区域にわたり個別信用購入あつせんに係る取引の公正及び購入者若しくは役務の提供を受け
る者の利益が害されるおそれがあり、経済産業大臣がその事態に適正かつ効率的に対処するため特に必要があると認めるとき、又は都道府県知事か
ら要請があつたときは、経済産業大臣が自らその事務を行うことを妨げない。
二　法第三十五条の三の三十二第二項の規定による命令（当該個別信用購入あつせん業者が前号の規定により当該都道府県知事が行う法第三十五
条の三の二十一第一項の規定による命令に違反している場合におけるものに限る。）に関する事務

第三十三条第五項
　第一項本文、第二項本文及び第三項本文の場合においては、法中第一項本文、第二項本文及び第三項本文に規定する事務に係る経済産業大臣に
関する規定（法第三十五条の三の二十一第二項及び第三項並びに第三十五条の三の三十二第三項及び第四項の規定を除く。）は、都道府県知事に関
する規定として都道府県知事に適用があるものとする。

－

行政手続法・行政手続条例適用の不利益処分に係る処分基準

登録個別信用購入あつせん業者の登録取消・業務停止命令

　割賦販売法第35条の3の32第2項

　知事は、登録個別信用購入あつせん業者が個別信用購入あつせん関係販売契約等の勧誘に係る調査義務に違反したと
認められる場合又は同契約等に係る個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの承諾等の禁止に違反したと認めら
れる場合に命じた改善命令に当該業者が違反したときは、その登録を取り消し、又は一年以内の期間を定めて、個別信用
購入あつせんに係る業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。


